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日時 議事（概要）

平成24年
11月30日

【日中一時支援の宿泊型の要件について】
・ 通所施設で緊急時に宿泊を行うことについて，議論を行った。課題等を整理するため通
所事業所に対しアンケートを実施することとなった。

【基幹相談支援センターの設置について】
・ 基幹相談支援センターのあり方等について議論を行った。

平成24年
12月27日

【区協議会からの報告事項】
① 居住地特例について
・ 現在の居住地特例の問題点等について議論を行った。

② 計画相談支援について
・ 区ごとの計画相談支援の取り組みの差異について，議論を行った。市全体で共通認識
を持つため，計画相談支援の区役所担当者会議を行うこととなった。

【日中一時支援の宿泊型について】
・ 事業者アンケートの結果を踏まえ，実施について議論を行った。



日時 議事（概要）

平成25年
1月25日

【特別支援学校の進路検討部会の報告】
・ 卒業生の就労継続支援B型通所の課題等について議論を行った。

【通所施設における夜間支援について】
・ 以前より議論していた通所施設における夜間支援について，平成２５年度に全市展開
が困難になり，代わりに西区においてモデル事業として行うことが報告された。内容に
ついて議論を行った。

【基幹相談支援センターについて】
・ 基幹相談支援センターのあり方について引き続き議論を行った。

平成25年
2月26日

【就労移行支援事業所意見交換会の実施について】
・ 直B問題等について，就労移行支援事業所と意見交換を行った件について報告があり，
議論を行った。

【基幹相談支援センターについて】
・ 基幹相談支援センターのあり方について引き続き議論を行った。

平成25年
3月21日

【通所施設における夜間支援モデル事業について】
・ 西区で行う通所施設における夜間支援モデル事業について，事業詳細の説明がされた。

【特別支援学校進路検討部会の報告】
・ 部会の検討状況の報告がされた。

【基幹相談支援センターについて】
・ 基幹相談支援センターの在り方等について議論を行った。



関係機関名 氏名

1 社会福祉法人 新潟もぐら会 ポプラの家 山賀 亮一

2 社会福祉法人 新潟太陽福祉会 太陽の村 菊地 康晴

3 社会福祉法人 更生慈仁会 障がい児・者相談支援センター 本田 ゆり子

4 社会福祉法人 白蓮福祉会 相談支援センターあると 佐藤 里香

5 社会福祉法人 新潟みずほ福祉会 相談支援センター わぁ～らく 海老 郁夫

6 東区役所健康福祉課障がい福祉係 主幹 宮尾 敏也

7 秋葉区役所健康福祉課障がい福祉係 主査 村山 忍

8 西区役所健康福祉課障がい福祉係 係長 草間 丈智

所属 氏名

1 障がい福祉課介護給付係 主幹 小林 徳規

2 障がい福祉課介護給付係 副主査 井浦 雄介

3 障がい福祉課制度改革推進係 主幹 大倉 正弘

運営事務局会議 名簿

○委員

○事務局



これからの相談支援体制について

相談の相談の現状現状
１．相談支援事業（８区相談支援事業所）

・福祉サービスの利用援助
・社会生活力支援（不安解消等）
・施設入所者相談会
・地域自立支援協議会事務局

２．地域療育等支援事業

３．障がい児のワンストップ相談窓口の設置

４．市町村相談支援機能強化事業
（ピアカウンセリング）

拡大・拡充が見込まれる事業拡大・拡充が見込まれる事業
1．サービス等利用計画作成事業（加配要）
2．障害程度区分認定調査委託（上記と同時）
3．基幹相談支援センター（できる規定で法定化）

相談の相談の現状現状
１．相談支援事業（８区相談支援事業所）

・福祉サービスの利用援助
・社会生活力支援（不安解消等）
・施設入所者相談会
・地域自立支援協議会事務局

２．地域療育等支援事業

３．障がい児のワンストップ相談窓口の設置

４．市町村相談支援機能強化事業
（ピアカウンセリング）

拡大・拡充が見込まれる事業拡大・拡充が見込まれる事業
1．サービス等利用計画作成事業（加配要）
2．障害程度区分認定調査委託（上記と同時）
3．基幹相談支援センター（できる規定で法定化）

現状の体制と課題について整理・検討（運営事務局会議）現状の体制と課題について整理・検討（運営事務局会議）

検討が必要な課題検討が必要な課題

①区の人口規模と相談支援事業所の配置

②サービス等利用計画作成の拡大

③入所者の地域移行に向けた流れづくり

④地域移行者等に対するの24H体制の拡大

⑤障害程度区分認定調査106項目委託の実施

⑥GH・CHの充実（空き情報・ニーズ把握・マッチング・）

⑦相談支援の質の確保

⑧ひとりの職場状態に伴う継続支援の確保

⑨処遇困難事案に対応できる協力体制

⑩相談事業所と区役所の協力体制

⑪身体・知的障がい者相談員との関係・連携

⑫事業所部門の専門部会（施設長会議との関係性）

など


